
1. 日      時    平成27年3月30日（月曜日）午前9時45分～ 
 

2．場       所    ANAインターコンチネンタルホテル東京 B1 オーロラ                
             東京都港区赤坂1-12-33 
3．目 的 事 項 
 

         報告事項   第5期（自平成26年1月1日 至平成26年12月31日）事業報告の内容報告の件 
        

         決議事項    第1号議案 第5期（自平成26年1月1日 至平成26年12月31日）計算書類の内容の件 
 

4．招集にあたっての決定事項 
                     代理人により議決権を行使する場合は、議決権を有する会員に委任する場合に限られます。 
                     なお、代理人は1名とさせていただきます。 

平成27年3月吉日 

会 員 各 位 
東京都港区赤坂1丁目14番5号 

アークヒルズエグゼクティブタワー8階 

一般社団法人 新経済連盟 
  代表理事  三木谷 浩史 

総 会 招 集 ご 通 知 
 
拝啓 ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 
 さて、当法人総会を下記のとおり開催いたしますことをここにご通知いたします。万障お繰り合わせの上、ご出席くださいますようお願い申し上
げます。 
 なお、当日ご欠席の場合には、代理人によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の総会参考資料をご検討頂き、同
封の委任状に必要事項をご記入・押印の上、平成27年3月27日（金曜日）正午までに事務局に到着するように郵送またはファクシミリもしくは
電子メールへのPDFファイルの添付にてご返送くださいますようお願い申し上げます。 

敬 具 

総会参考資料に修正が生じた場合は、当法人Webサイト（http://jane.or.jp/）に掲載させていただきます。 
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1 総会 参考資料 
  

報告事項            第5期（ 自平成26年1月1日 至平成26年12月31日）事業報告の内容報告の件 
 

2014年期 新経済連盟事業報告 
 

 2014年は、日本人のノーベル賞受賞、東京オリンピック・パラリンピックに向けた体制始動、消費税の引き上げに年末の総選挙と、未来のわが国のあり方を模索するための起点

となるような一年だったと感じます。 

 わたしたち新経済連盟は、この国の成長と競争力強化に向けた道筋のまさに先頭に立つ思いで、精力的に活動をしてまいりました。二回目となる「新経済サミット2014」では、

世界中のイノベーターたちを招いて、社会をより豊かで刺激的にするアイデアについて語っていただき、その中で得られた成果を世の中に発信することができました。 

 1月には「新年会」、7月には「イノベーション大賞」、12月には「失敗力カンファレンス」という新たな試みも始めました。 

 「新年会」は、会員の皆さまと各界からの招待客など総勢700名を超える参加者をお迎えし、来賓としてお越しいただいた安倍晋三総理大臣からは、新経済連盟と会員の皆さ

まへの大きなエールをいただきました。「イノベーション大賞」は、社会を変革するイノベーションを生み出した人を表彰するもので、第一回の昨年はiPS細胞で有名な山中伸弥・京

都大学教授に大賞を授与させていただきました。「失敗力カンファレンス」では「失敗は成功のもと」という考え方の下、失敗を恐れず果敢にチャレンジを続けてきたアントレプレナーた

ちと議論を行い、起業・経営を含めた生き方のヒントを探りました。これによって、わたしたちが目指す「誰もが何度でも挑戦でき、そこから未来を切り拓く革新的な価値を生み出し

ていく社会」を実現するための第一歩を踏み出すことができました。 

 また、11月には、「みらいの視察団」としてフィンランド・エストニアを訪問いたしました。「みらいの視察団」は、当連盟が目指す日本の競争力向上に向けた新しい産業や政策の

参考となる海外事情を視察するプロジェクトです。 

 インターネットをはじめとする情報通信技術は、これまでの常識を変え、新たなアイデア、新たな価値をつくり出すための最良のツールです。しかし、我が国においては、未だこれを

自由に用いることのできない環境が残っていることも事実です。 

 わたしたちはこれまで、このような現状を変えるため、いくつもの政策提言を行ってまいりました。ネットによる不動産取引に関しては、政府内で議論が動き始めています。また、起

業率・廃業率のＫＰＩ設定、ベンチャー表彰制度の創設、遠隔教育の推進、プログラミング教育の拡充など、実際に実現したり、政府内で具体的な進捗が見られている我々の

具体的提案も相当数に上ります。 

  昨年は、会員の皆さまにお役にたつイベントの開催やネットワークの機会を拡充させる目的で、会員により構成される会員委員会を設置しました。 

  本年においても、関係各所のご協力を仰ぎながら、我が国が抱える問題の解決に貢献をし、社会の発展と持続的な成長に向けた一助となりたいと考えております。何卒倍旧の

ご支援とご協力を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。 

                                                                                                                                                                                                      以上 



2   社員総会・理事会・幹事会 
1月8日 1月度理事会 

2月10日 2月度理事会 

2月27日 第4期定時社員総会 

3月5日 3月度理事会 

3月7日 第4回幹事会 

4月2日 4月度理事会 

5月9日 5月度理事会 

6月4日 6月度理事会 

6月26日 第5回幹事会 

7月2日 7月度理事会 

8月18日 8月度理事会 

9月3日 9月度理事会 

9月26日 第6回幹事会 

10月3日 10月度理事会 

11月12日 11月度理事会 

12月3日 12月度理事会 

12月22日 第7回幹事会 

  勉強会およびその他イベント 
1月20日 新経済連盟初の新年会をグランドハイアット東京にて開催 

1月30日 勉強会「デジタル時代の著作権WG」 

3月12日 勉強会「世界で広がるプログラミング教育最新動向」 

4月9日〜10日 「新経済サミット2014」ホテルニューオータニにて開催 

4月16日 第1回「Internet of Things (IoT) 価値創造WG」を開催 

4月22日 勉強会「1人一票同価値こそ成長戦略の中核」および懇親会を開催 

5月12日 JETRO主催で開催された「ハンガリーICTセミナー」に当連盟が後援 

5月23日 
勉強会「消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律」
および懇親会を開催 

6月4日 第1回「インターネット・セキュリティWG」を開催 

6月18日 第2回「Internet of Things (IoT) 価値創造WG」を開催 

7月8日 「新経済連盟 イノベーション大賞」を開催 

7月23日 勉強会「日韓創造経済フォーラム」を開催 

7月24日 第1回「人事担当者向け勉強会」および懇親会を開催 

7月31日 第1回「経営層向け勉強会」を開催 

8月11日 勉強会「東南アジアおよびインドネシア市場のインターネット概況」を開催 

8月21日 勉強会「内閣官房による国家戦略特区に関する説明会」を開催 

9月25日 第2回「経営層向け勉強会」を開催 

10月8日 勉強会「IFRSと企業経営」を開催 

10月17日 勉強会「ワシントンD.C.におけるロビー活動」を開催 

10月22日 第3回「Internet of Things (IoT) 価値創造WG」を開催 

10月27日 第3回「経営層向け勉強会」を開催 

11月19日 「Internet of Things (IoT) 価値創造WG O2O SWG」を開催 

11月20日 「Internet of Things (IoT) 価値創造WG 農業SWG」を開催 

11月26日 第2回「人事担当者向け勉強会」および懇親会を開催 

11月27日 「Internet of Things (IoT) 価値創造WG O2O SWG」を開催 

12月3日 「新経済人育成貢献PT」を開催 

12月11日 「Internet of Things (IoT) 価値創造WG 農業SWG」を開催 

12月11日 観光立国PTを開催 

12月18日 「Internet of Things (IoT) 価値創造WG 医療SWG」を開催 

12月19日 失敗力カンファレンスを開催 



9月4日 景表法課徴金導入問題について拙速な導入に反対する旨の意見を提出 

9月9日 インターネットセキュリティ調査「OWASP CISO調査 2014」へ協力 

9月16日 改正景表法を受けた指針案に事業者実態等の観点から意見を提出 

9月18日 三木谷代表理事・金丸理事が「産業競争力会議」に出席 

10月1日 事務局が「ＩＴを活用した重要事項説明等のあり方に係る検討会」に出席 

10月6日 金丸理事が「規制改革会議 健康医療ＷＧ」に出席 

10月10日 金丸理事が「規制改革会議本会議」に出席 

10月10日 
新経連役員等がギヨームルクセンブルク皇太子殿下主催同国大使館大使公邸
での朝食会に出席 

10月10日 政府によるTPP交渉説明会に参加 

10月14日 金丸理事が総務省「ＩＣＴドリームスクール懇談会」に出席 

10月24日 
三木谷代表理事、金丸理事が「産業競争力実行実現点検会合（新陳代謝・
イノベーション）」に参画 

10月28日 個人情報保護法ガイドライン案についてパブリックコメントを提出 

10月29日 事務局が総務省「個人番号カード利活用検討会」に参加 

10月31日 総務省のドメイン政策についてパブリックコメントを提出 

11月6日 規制改革会議に対して規制改革提案を提出 

11月7日 金丸理事が公明党「政策要望説明会」で要望説明 

11月10日 金丸理事が「規制改革会議 本会議」に参画 

11月12日 金丸理事が「規制改革会議 農業WG」に参画 

11月13日 
金丸理事、平井理事が小泉進次郎内閣府政務官とともに徳島県神山町視察
プロジェクトに参加 

11月14日 
三木谷代表理事、金丸理事が「産業競争力新陳代謝・イノベーションWG・点
検会合」に出席 

11月18日 金丸理事が「経済財政動向等点検会合」に参画 

11月19日 総務省の2020年代情報通信政策に対してパブリックコメントを提出 

11月25日 金丸理事が「産業競争力・規制改革会議合同 農業WG」に参画 

12月2日 事務局が文部科学省の「英語教育に関する連絡協議会」に出席  

12月5日 金丸理事が「産業競争力雇用WG」に参画 

12月12日 金丸理事が「規制改革農業WG」に参画 

12月15日 金丸理事が「規制改革本会議」に参画 

その他 
1月1日 代表理事による2014年年頭所感をHPに掲載 

9月22日 会員委員会を開催 

11月17日 
〜21日 

「みらいの視察団」がフィンランド（Slush）・エストニアを視察 

12月2日 会員委員会を開催 

12月4日 
〜14日 

「Vote For Japan 投票しよう」の特設ページを開設 

12月16日 金丸理事が「産業競争力雇用WG」に参画 

12月16日 金丸理事が「規制改革農業WG」に参画 

12月25日 事務局が国土交通省主催不動産取引検討会（最終回）に出席 

12月26日 
事務局が「個人番号を活用した今後の行政サービスのあり方に関する研究会」に
出席 
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第1号議案 第5期（自平成26年1月1日 至平成26年12月31日）計算書類の内容の件 

（単位:円）

科目 金額 科目 金額
（資産の部） （負債の部）

【流動資産】 76,549,850 【流動負債】 887,081
現金及び預金 76,156,257 未払金 400,487
立替金 161,356 前受金 60,000
前払費用 232,237 預り金 426,594

【固定資産】 5,087,775
　有形固定資産 320,582
　　　建物付属設備 451,500

　　　　建物付属設備減価償却累計額 △130,918 負債の部合計 887,081

　無形固定資産 1,567,193 （正味財産の部）
　　　工業所有権（商標権） 1,567,193 【一般正味財産】 80,750,544
　投資その他の資産 3,200,000 　 一般正味財産 80,750,544
　　　敷金 3,200,000 (うち、当期正味財産増減額） (5,632,712)

資産の部合計 81,637,625 負債及び正味資産合計 81,637,625

貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成26年12月31日）　　　　　　　　　　　　一般社団法人新経済連盟
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5 
（単位:円）

科目 金額
1．年会費収入 88,090,000
2．事業関連収入 161,383,691
3．イノベーション大賞寄付金収入 30,500,000
4．雑収入 350,370
経常収入合計 280,324,061
1．事業関連費用 193,081,083
2．管理費

給与・賞与手当 9,603,417
法定福利費 1,001,514
福利厚生費 20,012
採用教育費 47,520
広告宣伝費 1,296,000
接待交際費 1,127,240
会議費 18,672,307
旅費交通費 5,580,113
通信費 816,163
消耗品費 1,455,080

水道光熱費 307,625

新聞図書費 56,059
支払手数料 115,002
地代家賃 9,600,000
リース料 132,300
租税公課 43,787
支払報酬料 31,452,051
減価償却費 214,076
法人税 70,000

経常費用合計 274,691,349
当期経常増減額 5,632,712

【一般正味財産増減の部】
　当期一般正味財産増減額 5,632,712
　前期繰越正味財産額 75,117,832
一般正味財産期末残高 80,750,544

正味財産増減計算書
　                                   （自　平成26年 1月 1日　至　平成26年12月31日）　　一般社団法人新経済連盟
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